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る
が
、
金
融
機
関
と
し
て
対
応
す

る
こ
と
は
難
し
い
。
一
方
で
、
起

業
家
の
中
に
は
高
い
技
術
力
や
将

来
性
を
有
し
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ

り
、
国
も
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
を
増

や
す
た
め
の
施
策
を
拡
充
す
る
な

ど
支
援
体
制
を
整
え
て
い
る
。

　
日
本
政
策
金
融
公
庫
の
創
業
融

資
の
推
移
を
見
る
と
、
令
和
５
年

度
は
コ
ロ
ナ
前
を
超
え
る
実
績
と

な
っ
た
（
図
表
１
）。
ポ
ス
ト
コ

ロ
ナ
時
代
と
な
り
起
業
希
望
者
が

増
え
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
業

種
別
で
は
、
サ
ー
ビ
ス
業
、
飲
食

店
・
宿
泊
業
、
医
療
・
福
祉
の
順

に
割
合
が
高
い
（
図
表
２
）。

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
が

斬
新
な
企
業
も
登
場

　
昨
今
、
飲
食
店
な
ど
既
存
業
種

だ
け
で
は
な
く
、
Ａ
Ｉ
や
ヘ
ル
ス

ケ
ア
関
連
、
宇
宙
ビ
ジ
ネ
ス
等
の

斬
新
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
「
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
」
と
呼
ば
れ
る
企

業
が
続
々
と
誕
生
し
て
い
る
。

　
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
は
、
広
義
で

は
創
業
企
業
全
般
を
指
す
こ
と
が

あ
る
。
し
か
し
狭
義
で
は
、
経
産

省
の
「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
育
成
に

向
け
た
政
府
の
取
組
」
の
定
義
を

用
い
「
新
し
い
企
業
で
あ
っ
て
、

新
し
い
技
術
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）
を
有
し
、

急
成
長
を
目
指
す
企
業
」
と
定
義

す
る
の
が
妥
当
で
あ
る
。

　
一
般
的
に
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の

資
金
調
達
は
、
Ｖ
Ｃ
な
ど
か
ら
の

エ
ク
イ
テ
ィ
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
を
主

と
し
て
い
る
が
、
日
本
政
策
金
融

公
庫
な
ど
の
創
業
融
資
を
利
用
す

る
企
業
も
増
え
て
い
る
。

　
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
は
プ
ロ
ダ
ク

ト
の
研
究
開
発
に
数
年
を
か
け
、

リ
リ
ー
ス
後
に
急
成
長
を
図
る
企

業
が
多
い
。
今
後
は
、
こ
う
し
た

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
支
援
が
重
要

課
題
と
な
る
。

　
自
行
庫
の
将
来
性
あ
る
取
引
先

を
増
や
し
、
地
域
経
済
を
活
性
化

す
る
た
め
に
も
、
創
業
企
業
を
育

て
る
こ
と
は
重
要
だ
。
し
か
し
、

創
業
融
資
は
リ
ス
ク
が
高
い
の
が

実
態
で
あ
る
。
創
業
後
間
も
な
い

企
業
は
経
営
基
盤
が
ぜ
い
弱
で
あ

年
、
副
業
や
フ
リ
ー
ラ
ン

ス
で
の
起
業
が
増
え
て
い

近
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外部 連携機関
創業支援

によるによる

の進め方の進め方
　昨今増えている創業案件の動向を押さえたうえ
で、外部機関との連携のポイントを解説する。

（出所）日本政策金融公庫公表資料を基に筆者作成

図表１　日本政策金融公庫の創業融資の先数実績
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り
、
短
期
間
で
事
業
が
継
続
で
き

な
く
な
る
可
能
性
が
高
い
。

　
創
業
企
業
が
抱
え
る
課
題
は
資

金
繰
り
の
ほ
か
、
販
路
開
拓
、
人

材
確
保
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
等
多
岐

に
わ
た
る
。
こ
う
し
た
課
題
の
解

決
を
支
援
す
れ
ば
、
創
業
融
資
の

リ
ス
ク
を
低
減
し
、
企
業
の
繁
栄

を
実
現
で
き
る
可
能
性
が
高
ま

る
。
そ
の
た
め
に
も
、
外
部
機
関

と
の
連
携
が
有
効
で
あ
る
。

創
業
融
資
の
保
証
だ
け
で
は
な
く

創
業
支
援
全
般
を
通
し
て
連
携
す

る
こ
と
で
、
創
業
者
の
事
業
繁
栄

を
図
る
こ
と
が
で
き
る
。
保
証
協

会
を
活
用
し
た
創
業
支
援
の
ポ
イ

ン
ト
は
次
の
４
点
だ
。

①
保
証
制
度
の
種
類
・
要
件
の
把

握　
融
資
を
希
望
す
る
創
業
者
に
適

し
た
制
度
を
提
供
す
る
に
は
、
保

証
制
度
の
種
類
や
内
容
を
把
握
し

て
お
く
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　
創
業
者
向
け
保
証
制
度
は
、
各

保
証
協
会
で
異
な
る
部
分
は
あ
る

が
「
創
業
関
連
保
証
」
な
ど
の
名

称
で
実
施
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
地

方
自
治
体
と
連
携
し
た
制
度
融
資

が
あ
り
、
融
資
対
象
者
や
限
度

額
、
利
子
や
保
証
料
の
補
助
の
有

無
等
を
確
認
し
て
お
こ
う
。

　
２
０
２
３
年
に
は
法
人
経
営
者

の
保
証
を
不
要
と
す
る
「
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
創
出
促
進
保
証
制
度
」

が
開
始
さ
れ
て
い
る
。
法
人
で
の

創
業
の
場
合
は
、
こ
の
制
度
の
活

用
も
検
討
で
き
る
。

②
審
査
ポ
イ
ン
ト
の
把
握
と
共
有

　
保
証
承
諾
を
円
滑
化
す
る
た
め

に
は
、
審
査
ポ
イ
ン
ト
を
把
握
し

た
詳
細
な
情
報
を
保
証
協
会
と
共

有
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　
創
業
案
件
は
判
断
が
難
し
く
、

用
保
証
協
会
（
以
下
、
保

証
協
会
）
に
つ
い
て
は
、

信

（出所）筆者作成

図表３-1　把握しておきたい審査ポイント
審査の観点 チェックポイント

経営者の資質等

・�創業者の経歴などから、持っているスキルやノ
ウハウを探る

・�スキルやノウハウが予定事業にどのように活か
せるか

・�マネジメント能力
・�経営者になるための準備をしているか
・�資格の有無や必要な許認可の取得可能性
・�創業メンバーの資質

事業の妥当性
・�公序良俗や社会常識に反する事業ではないか
・�ビジネスモデルの秀逸性
・�集客やマーケティング計画の妥当性と効果

資産・負債状況
・�金融資産や不動産などの資産の確認（同居家族
を含む）

・�借入れなど負債の確認⇒個人信用情報の確認
・�諸支払いの状況（借入れ・公共料金等）

投資計画・
調達計画

・�投資内容と効果の検討
・�投資金額の妥当性
・�必要最小限の投資計画かどうか
・�設備資金・運転資金の必要性
・�自己資金の確認
・�必要金額に対する調達方法の実現可能性

信
用
保
証
協
会
を

活
用
し
た
創
業
支
援

外
部
機
関
連
携
の
ポ
イ
ン
ト

外
部
機
関
連
携
の
ポ
イ
ン
ト

２

（出所）日本政策金融公庫公表資料を基に筆者作成

図表２　�日本政策金融公庫の創業融資業種別実績（令和
5年度）

飲食店・宿泊業 23.3%医療・福祉 13.9%

小売業 11.6%

建設業 5.2%

不動産業 4.6%

教育・学習支援業
4.0% 

その他 8.8% 

サービス業 28.6%
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